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北６条東３丁目周辺地区地区計画 認定申請手続きについて 

１ 事前協議 

北６条東３丁目周辺地区地区計画の規定に基づく建築物の容積率の最高限度の認定及び変更の

承認(以下、「認定等」という。)の申請を行おうとする者は、認定等の申請をする前に、建築計画の

概要書等を市長に提出又は提示し、協議すること。 

≪参考：認定手続きの流れ≫ 

（１）建築物の容積率の最高限度の認定 

２ 認定等の申請 

建築主は認定等の申請書を、確認申請を提出する 15 日前かつ工事に着手する日の 30 日前までに

市長に提出すること。 

３ 誓約書の提出及び維持管理責任者の選任 

 所有者（新築時にあっては建築主）は認定等の申請の際に、認定条件に係る取組として整備した

事項の維持管理に努める旨の「建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書

（様式４）」を市長に提出すること。 

 また、認定条件に係る取組として整備した部分の維持管理責任者を選任して、「建築物の容積率

の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選任届（様式５）」を市長に提出すること。な

お、維持管理責任者を変更する場合は、再度選任届を提出すること。 

 ただし、認定等の申請時に、認定条件に係る取組の整備及び維持管理に関する協定を市長と締結

する場合は、「建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書（様式４）」及び「建

築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選任届（様式５）」を市長に提出

しなくてもよい。 

４ 認定を受けた建築物である旨の表示 

 所有者は、当該建築物が北６条東３丁目周辺地区地区計画に基づく認定を受けた建築物である旨

を記入した標示板（様式６）を敷地内の見やすい場所に設置すること。 

５ 工事の完了報告 

 建築主は、工事を完了したときは速やかに市長に「工事完了報告書(様式７)」を提出すること。 
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６ 計画の変更 

認定を受けた建築物の認定に係る内容を工事完了前に変更しようとする場合は、「承認申請書(様式

８)」の正本及び副本に認定通知書及び市長が必要と認めた書類を沿えて市長の承認を受けること。 

７ 記載事項の変更 

 認定の申請後、工事完了前に建築主の変更等認定申請書の記載事項に変更があった場合は、「記

載事項変更届(様式９)」に市長が必要と認めた書類を添えて市長に届出なければならない。この場

合、認定を受けた後にあっては、前段に定める書類に認定通知書を添えるものとする。 

８ 認定の取り消し 

 認定申請書に虚偽の事項を記載して認定を受けた場合においては、市長はその認定を取り消すこ

とができる。 

９ 認定申請の取り下げ又は取り止め 

 認定申請を取り下げる場合は、「取り下げ届(様式 10)」を、認定を受けた事項を取り止めた場合

は「取り止め届(様式 11)」に認定通知書を添えて市長に届け出なければならない。 

10 認定を受けた建築物の増築等 

 工事完了後、認定を受けた建築物の増築等により申請内容を変更しようとする場合は、変更内容

に係らず事前に協議し、必要な手続きを行うこと。 

11 維持管理状況の報告 

 維持管理責任者は、認定条件に係る取組として整備した部分の維持管理状況について、年に１回、

市長に報告すること。なお、報告は維持管理状況が確認できる写真などを提出することとし、その

様式については、特段定めはないものとする。 

12 必要書類 

建築物の容積率の最高限度の認定を申請するものは、次に掲げる図書を市長に提出すること。(正

副２部) 

(１) 認定申請書(様式１) 

(２) 地区計画等の区域内における行為の届出書(様式２) 

(３) 建築物の容積率の最高限度の認定適格判定書(様式３) 

(４) 地積図及び地番図、公図の写し 

(５) 床面積一覧表・求積図 

(６)  誘導用途(地区整備計画 建築物の容積率の最高限度の項目第１項第１号に掲げる用途)別

床面積一覧表・求積図 

(７) 付近見取図 

(８) 配置図 

※認定要件（歩道沿い空地、緑道、公園等）の配置・規模（寸法）・整備内容、壁面後退区

域の配置・規模（寸法）・整備内容、屋外の駐車・駐輪施設の配置・規模、車の出入口の

位置(歩道縁石切下げ位置を含む)、緑化計画を図示すること。 

(９) 各階平面図(１階平面図は配置図を兼ねることができる。) 

   ※認定要件（誘導用途に供する部分等）の配置・規模（寸法）・整備内容、屋内の駐車・駐

輪施設の配置・規模を図示すること。 

 (10) 立面図４面  

※壁面後退距離の位置・寸法を図示すること。 
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※部分の仕上げ及び色彩を明示すること。 

※周辺の景観資源に配慮した形態であることがわかるようにすること。 

(11) 断面図(２面以上) 

(12) 緑化計画図 ※自然的要素の一覧表を記載すること。 

(13) 駐車・駐輪施設の台数算定表 ※用途別面積表を添付すること。 

(14) 完成予想図 

(15) 現況写真 

(16) 建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書(様式４) 

(17) 建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選任届(様式５) 

(18) 工事完了報告書(様式７) ※工事完了後提出 

13 標準処理期間 

 標準処理期間は、認定等の申請書の提出のあった日から起算して 15 日間とする。 

お問い合わせ先 

         札幌市まちづくり政策局都市計画部地域計画課 

            〒060-8611 
札幌市中央区北１条西２丁目  
電話 011-211-2545  FAX 011-218-5113 



《 様 式 集 》 

（様式１）  認定申請書 

（様式２）  地区計画等の区域内における行為の届出書（参考） 

（様式３）  建築物の容積率の最高限度の認定適格判定書 

（様式４）  建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書 

（様式５）  建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任

者選任届 

（様式６）  敷地内に掲示する標示板 

（様式７）  工事完了報告書 

（様式８）  承認申請書 

（様式９）  記載事項変更届 

（様式１０） 取り下げ届 

（様式１１） 取り止め届 



認 定 申 請 書 

（第一面）

札幌圏都市計画北６条東３丁目周辺地区地区計画の規定による建築物の容積率の最高限度の認

定を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

（あて先）札幌市長  

  年  月  日  

申請者氏名                

【1.申請者】 

 【イ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】 

  【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 

【2.設計者】                                            

 【イ．資格】          (      )建築士    (       )登録第      号 

  【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (      )建築士事務所 (     )知事登録第      号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

※受付欄 ※認定番号欄 

   年  月  日   年  月  日 

第         号 第         号 

※受付印  

様式１ 



（第二面）

建築物及びその敷地に関する事項 

【1.地名地番】 

【2.住居表示】 

【3.防火地域】   □防火地域   □準防火地域   □指定なし 

【4.その他の区域、地域、地区、街区】 

【5.道路】 

  【イ.幅員】 

  【ロ.敷地と接している部分の長さ】 

【6.敷地面積】 

  【イ.敷地面積】    (1)(            )(            )(            )(            ) 

                     (2)(            )(            )(            )(            ) 

  【ロ.用途地域等】     (            )(            )(            )(            ) 

  【ハ.建築基準法第 52条第 1項及び第２項の規定による建築物の容積率】 

                  (            )(            )(            )(            ) 

  【ニ.建築基準法第 53条第 1項の規定による建築物の建蔽率】 

                  (            )(            )(            )(            ) 

  【ホ.敷地面積の合計】  (1) 

     (2) 

  【ヘ.敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 

  【ト.敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 

  【チ.備考】 

【7.主要用途】 (区分        ) 

【8.工事種別】 

  □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替 

【9.建築面積】             (  申請部分  )( 申請以外の部分 )(   合計   ) 

  【イ.建築面積】           (        )(        )(        ) 

  【ロ.建蔽率】 

【10.延べ面積】          (  申請部分    )( 申請以外の部分 )(   合計   ) 

  【イ.建築物全体】        (        )(        )(        ) 

 【ロ.地階の住宅又は老人ホーム等の部分】  

              (        )(        )(        ) 

【ハ.エレベーターの昇降路の部分】 

              (        )(        )(        ) 

【ニ.共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

              (        )(        )(        ) 

  【ホ.自動車車庫等の部分】 (        )(        )(        ) 

  【ヘ.備蓄倉庫の部分】     (                )(               )(                ) 

  【ト.蓄電池の設置部分】   (                )(               )(                ) 

  【チ.自家発電設備の設置部分】 

                           (                )(               )(                ) 

  【リ.貯水槽の設置部分】   (                )(               )(                ) 

 【ヌ.宅配ボックスの設置部分】

                           (                )(               )(                )

【ル.住宅の部分】          (                 )(                )(                ) 



【ヲ．老人ホーム等の部分】

                           (                )(               )(                )

【ワ.延べ面積】      

  【カ.容積率】       

【11.建築物の数】 

  【イ.申請に係る建築物の数】 

  【ロ.同一敷地内の他の建築物の数】 

【12.高さ】

  【イ.最高の高さ】 

  【ロ.階数】 

【13.工事着手予定年月】     年  月 

【14.工事完了予定年月】     年  月

【15.その他必要な事項】

【16.備考】



（第三面）

 建築物別概要

【1.番号】

【2.工事種別等】 □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更  

         □大規模の修繕 □大規模の模様替 □既設

【3.構造】        造   一部       造

【4.高さ】 

 【イ.最高の高さ】 

 【ロ.最高の軒の高さ】

 【ハ.階数】 

【5.用途別床面積】 

    (用途の区分)(具体的な用途の名称)( 申請部分 )(申請以外の部分)(  合計  ) 

【イ．】( )(         )( )( )( )

【ロ．】( )(         )( )( )( )

【ハ．】( )(         )( )( )( )

【ニ．】( )(         )( )( )( )

【ホ．】( )(         )( )( )( )

【6.自動車車庫等】

(   申請部分    )(  申請以外の部分 )(    合計  ) 

【イ．自動車駐車台数】 (            )(           )(         )

【ロ．自転車駐輪台数】 (            )(           )(         )

【7.その他必要な事項】

【8.備考】



（注意） 
1．各面共通関係 

① ※印のある欄は記入しないでください。 
②  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 
① 申請者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。 
② 申請者が２以上のときは、１欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請者に

ついてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 
③ ２欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務所に属

していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 
④ 設計者が２以上のときは、２欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設計者に

ついて棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 
3．第二面関係 

① 住居表示が定まっているときは、２欄に記入してください。 
② ３欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築物の敷

地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち２以上の地域又は区域にわたるときは、
それぞれの地域又は区域について記入してください。 

③ ４欄は、建築物の敷地が存する３欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又は街区を記入
してください。なお、建築物の敷地が２以上の区域、地域、地区又は街区にわたる場合は、
それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

④ ５欄は、建築物の敷地が２メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものにつ
いて記入してください。 

⑤ ６欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、２以上の用途地域若しくは高層住居誘導地区、建築
基準法第 52 条第１項第１号から第７号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは
区域又は同法第 53 条第１項第１号から第６号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導
地区に関する都市計画において定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若
しくは区域（以下、「用途地域が異なる地域等」という。）にわたる場合においては、用途
地域が異なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地の面積を記
入してください。「イ」(2)は、同法第 52 条第 12項の規定を適用する場合において、同条第
13 項の規定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に対応する敷地の部分について、建築
物の敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限度の線との間の
部分を除いた敷地の面積を記入してください。 

⑥ ６欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分に
ついて、それぞれ記入してください。 

⑦ ６欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 
⑧ 建築物の敷地が、建築基準法第 52 条第７項若しくは第９項に該当する場合又は同条第８項

若しくは第 12項の規定が適用される場合においては、６欄の「ヘ」に、同条第７項若しくは
第９項の規定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第８項若しくは第 12 項の規
定が適用される場合における当該建築物の容積率を記入してください。 

⑨ 建築物の敷地について、建築基準法第 57 条の２第４項の規定により現に特例容積率の限度
が公告されているときは、６欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度を記入してくだ
さい。 

⑩ 建築物の敷地が、建築基準法第 53 条第２項若しくは同法第 57 条の５第２項に該当する場
合又は建築物が同法第 53 条第３項、第６項若しくは第７項若しくは第８項に該当する場合
においては、６欄の「ト」に、同条第２項、第３項、第６項、第７項又は第８項の規定に基
づき定められる当該建築物の建蔽率を記入してください。 

⑪ ７欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をできるだ
け具体的に記入してください。 

⑫ ８欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 
⑬ 10 欄の「ロ」に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ１メートル以下にあるものの

住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」にエ
レベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類
するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に自動車車庫その他の専ら自動車又
は自転車の停留又は駐車のための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）の用途に
供する部分、「ヘ」に専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分、「ト」に蓄電



池（床に据え付けるものに限る。）を設ける部分、「チ」に自家発電設備を設ける部分、「リ」
に貯水槽を設ける部分、「ヌ」に宅配ボックス（配達された物品（荷受人が不在そのたの事由
により受け取ることができないものに限る。）の一時保管のための荷受箱をいう。）を設ける
部分、「ル」に住宅の用途に供する部分、「ヲ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類
するものの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。 

⑭ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、10欄の「ロ」の
床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途
に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若
しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しくは階段
の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

⑮ 10欄の「ワ」の延べ面積及び「カ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階
の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積（この面積が敷地内の建築物の住宅及び老人
ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分（エレベーターの昇降
路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共
用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の３分の１を超える場合
においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するも
のの用途に供する部分（エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、
福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除
く。)の床面積の合計の３分の１の面積）、「ハ」及び「ニ」に記入した床面積並びに「ホ」
から「ヌ」までに記入した床面積（これらの面積が、次の(1)から(6)までに掲げる建
築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から
(6)までに定める割合を乗じて得た面積を超える場合においては、敷地内の建築物の
各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積）を除
いた面積とします。また、建築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、
「カ」の容積率の算定の基礎となる敷地面積は、6欄「ホ」(2)によることとします。 
(1) 自動車車庫等の部分 ５分の１ 
(2) 備蓄倉庫の部分 50 分の１ 
(3) 蓄電池の設置部分 50 分の１ 
(4) 自家発電設備の設置部分 100 分の１ 
(5) 貯水槽の設置部分 100 分の１ 
(6) 宅配ボックスの設置部分 100 分の１ 

⑯ ６欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、９欄の「ロ」並びに 10欄の「カ」は、百分率
を用いてください。 

⑰ ここに書き表せない事項で特に認定を受けようとする事項は、14 欄又は別紙に記載して添
えてください。 

4．第三面関係 
① この書類は、建築物ごとに作成してください。 
② この書類に記載する事項のうち、５欄の事項については、別紙に明示して添付すれば記載

する必要はありません。 
③ １欄は、建築物の数が１のときは「１」と記入し、建築物の数が２以上のときは、申請建

築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 
④ ２欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 
⑤ ５欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできるだけ具

体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。 
⑥ ここに書き表せない事項で特に認定を受けようとする事項は、７欄又は別紙に記載して添

えてください。 
⑦ 建築物が高床式住宅（豪雪地において積雪対策のため通常より床を高くした住宅を

いう。）である場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、７欄
に、高床式住宅である旨及び床下の部分の面積を記入してください。 



地区計画等の区域内における行為の届出書 地区コード 第 号

札幌市長 様

都市計画法第 58条の２第１項の規定に基づき、 

□建築物の建築又は工作物の建設 

□その他（         ） 

について届け出ます。

【□新規 □変更】 受 付    年 月 日

届
出
者
（
建
築
主
）

フリガナ

氏 名

住 所

（℡       ）

１ 地   区   名                     【             】

２ 行 為 の 場 所 札幌市    区                   

３ 行為の着手予定日   年  月  日 ４ 行為の完了予定日   年  月  日 

５

設
計
又
は
施
工
方
法

工
作
物
の
建
設

①
建
築
物
の
建
築
又
は

（イ）行為の種別 （・建築物の建築 ・工作物の建設）（・新築＜設＞ ・改築 ・増築 ・移転） 

（ロ）  届 出 部 分 届出以外の部分 合     計 

設

計

の

概

要

(ⅰ)敷 地 面 積        ．  ㎡

(ⅱ)建築又は建設面積     ．  ㎡     ．  ㎡      ．  ㎡

(ⅲ)延 べ 面 積 
    ．  ㎡ 

（   ． ㎡） 

    ．  ㎡ 

（   ． ㎡） 

     ．  ㎡

（    ． ㎡）

(ⅳ)高さ（平均地盤面から）  ． ｍ (ⅴ)用 途 

(ⅵ)垣・さく 有・無 構造         （地盤から    ｍ） 

② そ の 他 （地下緩和面積等） 

６ 行為の場所の用途地域 1 種低層住専･2 種低層住専･1 種中高層住専･2 種中高層住専･1 種住居･2 種住居･準住居･近隣商業･商業･準工業･工業･工業専用

７ 届出に係る建築物の概要 ①構   造 造 ②階   数 地上  階、地下  階 

③建 蔽 率 
 ． ％（法定限度 ％）

④容 積 率 
 ． ％（法定限度 ％）

（残りの面積 ． ㎡） （残りの面積 ． ㎡） 

⑤車庫形態  組込  別棟  無 ⑥屋根形態  落雪 無落雪  複合 

８ 設計地盤面（道路面より    ｍ）＝現地盤面（道路面より     ｍ）＋盛土（    ｍ） 

９ 設 計 者 
（住所） 

（名称・氏名）                   （℡        ） 

変
更
届
出

（設計等の変更が生じた場合は、本欄に変更内容を記入し、上記各欄は、変更後の内容を記入してください。）

備考（注意） 

１．地区計画等において定められている内容に照らして、必要な事項について記載してください。 

２．延べ面積欄の（ ）内には、自動車車庫等の自動車の停留・駐車のための施設の床面積を記載してください。

３．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

４．当該届出に係る事項のうち、設計又は施工方法の変更が生じた場合は、変更の届出が必要です。 

建

築

物

等

に

関

す

る

制

限

項  目 
内           容 特  記  事  項 

制 限 内 容 届 出 内 容 審 査  

用 途   適・否  

建 蔽 率   適・否

容 積 率   適・否

最小敷地   適・否

壁 面   適・否

高 さ   適・否

屋根形態   適・否

垣・さく   適・否

看 板   適・否

そ の 他   適・否 （□ 求積図等で確認済み）

太枠内は記入しないでください。 

様式２ 



黒又は青のペン又はボールペンで記入願います。（図面をノリづけする場合は、この用紙の規格内に収めてください。）

付近見取図 記入上の注意：方位、道路及び目標となる地物を明記してください。

配 置 図

記入上の注意：縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、寸法、届出に係

る建築物と他の建築物との別並びに敷地に接する道路の位置、幅員及び屋根

の流れ方向、また、道路及び周辺の土地との高低差を明示してください。



平 面 図
記入上の注意：縮尺、階別、各室の室名及び店舗、事務所、アトリエ等の場合は、その内容も

明示してください。

※塀・看板を設ける場合は、配置図に位置を明示し、断面図（高さ）については余白を利用して明示してください。



立 面 図
記入上の注意：設計 GL、平均 GL並びに方位面、建物の最高の高さ・軒の高さを明示してく

ださい。



立 面 図 記入上の注意：設計 GL,平均 GL並びに方位面、建物の最高の高さ・軒の高さを明示してください。

【□ 新規   □ 変更】 地区コード 第 号

届出者（建築主）

様

（備考）１．確認申請を提出される方は、この届出書（控）を確認申請時に提出してください。

（札幌市 都市計画部 地域計画課）

１ 地 区 名 【                】

２ 行 為 の 場 所 札幌市   区

３ 行 為 の 着 手 予 定 日    年   月   日 ４ 行為の完了予定日    年   月   日

５

設

計

又

は

施

工

方

法

建
築
物
の
建
築
又
は
工
作
物
の
建
設

（イ）行為の種別 （・建築物の建築  ・工作物の建設） （・新築＜設＞  ・改築   ・増築   ・移転）

（ロ） 届 出 部 分 届出以外の部分 合     計

設

計

の

概

要

(ⅰ) 敷 地 面 積 . ㎡

(ⅱ) 建築又は建設面積 . ㎡ . ㎡ . ㎡

(ⅲ) 延 べ 面 積
. ㎡ . ㎡ . ㎡

(       . ㎡) (       . ㎡) (       . ㎡) 

(Ⅳ) 高さ（平均地盤面から） . m (Ⅴ) 用 途

(Ⅵ)垣・さく 有・無 構造                （地盤から      ｍ）

(2)  そ   の   他 （地下緩和面積等）

６ 行為の場所の用途地域 1種低層住専・2種低層住専・1種中高層住専・2種中高層住専・1種住居・2種住居・準住居・近隣商業・商業・準工業・工業・工業専用・指定なし
７ 届出に係る建築物の概要 (1)構 造 造 (2)階 数 地上   階、地下   階

(3建 蔽 率 .  ％（法定限度   ％） (4)容 積 率 .  ％（法定限度   ％）

(5)車 庫 形 態  組込   別棟   無 (6)屋根形態 落雪  無落雪  複合

８ 設計地盤面（道路面より     ｍ）＝現地盤面（道路面より     ｍ）＋盛土（     ｍ）

９ 設 計 者 （住所）

（名称・氏名）                     （℡          ）

※建て方のルールなど地区計画の詳しい内容は、別添のパンフレットをご覧ください。
        札幌市 都市計画部 地域計画課（市役所５階） ℡ 211-2545 

地区計画等の区域内における行為の届出書〔控〕

(1)



黒又は青のペン又はボールペンで記入願います。（図面をノリづけする場合は、この用紙の規格内に収めてください。）

付近見取図  記入上の注意：方位、道路及び目標となる地物を明記してください。

配 置 図
記入上の注意：縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、寸法、届出に係る建築物

と他の建築物との別並びに敷地に接する道路の位置、幅員及び屋根の流れ方向、また、

道路及び周辺の土地との高低差を明示してください。

平 面 図
 記入上の注意：縮尺、階別、各室の室名及び店舗、事務所、アトリエ等の場合、その内容も明示して

        ください。

     ※塀・看板を設ける場合は、配置図に位置を明示し、断面図（高さ）については余白を利用して明示してください。



【北６条東３丁目周辺地区地区計画】 

建築物の容積率の最高限度の認定適格判定書 

項 目 計画内容 

１ 敷地（地区施設） 
□ 地区施設「歩道沿い空地」又は「緑道」を含む敷地であるもの 

□ 公園 

□ 

隣接する建築物と同時期、かつ、一体的に地区施設「公園」を設けるものであって、

それぞれの敷地における面積がそれぞれの敷地面積の 10％以上の地区施設「公園」

を含む敷地であるもの 

□ 建）みどりの推進部みどりの推進課との協議状況（□済 □未） 

２ １階で地区施設に

面する部分の用途 
□用途 

□ 
店舗、飲食店その他これらに類するもの 

（                                   ） 

□ 
老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

（                                   ） 

□ 診療所 

□ 事務所 

□床面積 

 □ 当該用途に供する部分の合計床面積 （      ㎡）≧200㎡ 

 □ 
当該用途に供する部分の合計床面積 （      ㎡） 

≧敷地面積（      ㎡）×10％＝（      ㎡） 

３ 低炭素・省エネル

ギー化の推進 
□エネルギーネットワークへの接続 

 □ 政）都心まちづくり推進室事業調整担当課との協議状況（□済 □未）

 □ 
エネルギーネットワークの管理者との協議状況
（□済（協議先：                   ） □未） 

適 否 適 ・ 否 

※太枠内は記入しないでください。 

様式 ３ 



建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書 

年  月  日  

（あて先）札幌市長 

申請者

住  所

氏  名              印

電 話

このたび、下記建築物について北６条東３丁目周辺地区地区計画に定める建築物の容積

率の最高限度の規定による認定を受けるにあたり、北６条東３丁目周辺地区地区計画に基

づき、地区整備計画で定められた用途（誘導用途）に供する部分や公園、歩道沿い空地、

緑道について、認定条件に係る取組として別紙図面のとおり計画いたしました。

私は、誘導用途に供する部分の維持に努め、誘導用途以外の用途に変更しないことを誓

約いたします。また、歩道沿い空地、緑道を広く一般に開放し、責任を持って適切に維持

管理するとともに、認定条件に係る取組として整備した事項を継続して維持管理すること

を誓約いたします。

公園の敷地に関しては、整備完了後に札幌市に無償で貸し付けることとし、敷地内の工

作物等財産の所有及び維持管理、修繕については別途協議の上、貸借契約時に定めること

とします。

なお、敷地及び建築物の一部又は全部を他に譲渡する場合においては、本誓約書の内容

を譲渡条件に付して譲受人に継承いたします。

記

１ 建築物名称

２ 建築場所

様式 ４ 



建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選任届 

年  月  日

（あて先）札幌市長

申請者

住 所

氏 名

電 話

下記の北６条東３丁目周辺地区地区計画の認定建築物について、         を

誘導用途に供する部分や歩道沿い空地、緑道及び公園など、認定条件に係る取組として整

備した部分（札幌市が維持管理する部分を除く。）の維持管理責任者として選任したので届

けます。

なお、維持管理責任者を変更する場合には、事前に変更について届けます。

記

１ 建築物名称

２ 建築場所

誓 約 書 

上記の建築物について、誘導用途に供する部分や歩道沿い空地、緑道及び公園など、認

定条件に係る取組として整備した部分（札幌市が維持管理する部分を除く。）を適切に維持

管理することを誓約いたします。

維持管理責任者  住 所

氏 名                 印

様式 ５ 



敷地内に掲示する標示板 

注１ ステンレス板、銅板等で耐候性・耐久性に富み、かつ、容易に破損しない材質とすること。 

注２ 堅固に固定されたものであること。 

注３ 大きさは、縦 30cm 以上、横 50cm 以上であること。 

 この建築物は、当地区にふさわしい魅

力的な都心空間の形成を図ることを目

標として、北６条東３丁目周辺地区地区

計画に基づく認定により建てられたも

のです。

敷地内に設けられた歩道沿い空地、緑

道及び公園はどなたでも自由に通行･利

用することができます。また、誘導用途

に供する部分はにぎわいの創出を目的

として設けられています。

  年 月

建築主

管理者

配置図等 

※地区施設等の位置を図示 

様式 ６ 

北６条東３丁目周辺地区地区計画の認定を受けた建築物についての標示板 



工事完了報告書 

年  月  日 

（あて先）札幌市長          

報告者の住所           

氏名           

 北６条東３丁目周辺地区地区計画に基づく次の認定建築物の工事が完了しましたので下

記の通り報告します。 

記 

１ 認定番号及び認定年月日    第   号   年  月  日 

２ 建築物の位置 

３ 認定建築物の概要 

確認番号及び確認年月日    第   号   年  月  日 

４ 工事完了年月日           年  月  日 

５ 写真(別添) 

※認定条件に係る取組として整備した部分及び標示板がわかる写真とすること。 

以上

様式 ７ 



承認申請書 

さきに認定を受けた下記の建築物を一部変更しますので、認定通知書及び変更図書を添え

て承認申請をします。この申請書及び添付図書に記載の事項は事実に相違ありません。 

(あて先)札幌市長 

年  月  日 

                     申請者住所 

                        氏名 

建築場所  

認定年月日及び番号  

変更の概要 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。

様式 ８ 



記載事項変更届 

年  月  日 

(あて先)札幌市長 

                   申請者氏名(新)          

                         (旧)          

１ 申請者住所・氏名  

２ 認定年月日及び番号  

３ 建築場所  

４ 届出事項  

５ 理由  

 １ １、２及び３の欄は、認定申請書の副本と同じに書いてく

ださい。 

２ 認定前に変更があった場合は、２の欄に受付年月日・番号

を記入してください。 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。

様式 ９ 



取り下げ届(認定) 

年  月  日 

 （あて先）札幌市長 

申請者氏名              

１ 受付年月日及び番号  

２ 申請者住所・氏名  

３ 建築場所  

４ 理由  

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

様式 １０ 



取り止め届(認定) 

年  月  日 

 （あて先）札幌市長 

申請者氏名               

１ 受付年月日及び番号  

２ 申請者住所・氏名  

３ 建築場所  

４ 理由  

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

様式 １１ 


